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持続可能な社会を共創する大学等コアリション 

持続可能な地域共創 WG 及び持続可能社会の担い手育成 WG の連携による 

大学等における持続可能な地域づくりの担い手育成検討会 

背景及び主旨： 

地域脱炭素化と持続可能な地域づくりを進めるには、地域関係者と対話しながら地域課

題を把握し、その解決策を共に検討して提案にまとめられる専門人材やコーディネーター、

さらにそれを率いるリーダーの育成が欠かせない。多くの大学等でそれに関連する学部や

学科が設立されてきており、その理論を教えるだけでなく、学生が地域で実践を重ね、理

論と行き来しながら学びを深められる PBL（Project-Based Learning：課題解決型学習）の

機会を提供しはじめている。それに加え、地域課題を国内にとどまらず国際的な視点から

捉えられ、脱炭素化だけでなく生物多様性の保全や資源循環も含めた複合的な観点で考え

られる人材も求められている。 

こうした認識を踏まえ、昨年度、環境省は「カーボンニュートラル達成に貢献する大学

等コアリション」の地域ゼロカーボンワーキンググループ（WG）と連携し、「地域脱炭素

化に向けた大学における環境人材育成の検討会」（全 6 回）を開催した1 。この検討会では、

上記の要点が整理されるとともに、大学における PBL 実践の促進に向けた方向性が示され

た（参考資料 1）。 

今年度は、これらの論点をさらに深め、地域脱炭素化と持続可能な地域づくりに向けた

大学での PBL 実践を促進するため、「大学等における持続可能な地域づくりの担い手育成」

をテーマとする検討会（全 5 回）を開催する。本検討会は、「持続可能な社会を共創する大

学等コアリション」の持続可能な地域共創 WG（地域 WG）および持続可能社会の担い手

育成 WG（担い手 WG）と連携して進める2。また、検討会は環境省「令和 8 年度 国際脱炭

素化社会研究調査等委託業務」の一環として実施し、公益財団法人地球環境戦略研究機関

（IGES）が事務局を担う。 

  

 

1 「地域脱炭素化に向けた大学における環境人材育成の検討会」 

 https://www.iges.or.jp/jp/cities-rural-areas/environmental-hr  

2 同コアリション及び両 WG の名称は 2026 年 5 月 20 日の新生・大学等コアリションの総会に

おいて変更された。同コアリションは 2021 年に立ち上げられ、200 以上の大学等の参加の下、

カーボンニュートラルに向けた積極的な取組を行っている大学等による情報共有や発信等の場

となってきており、今年度以降も継続される。 

https://www.iges.or.jp/jp/cities-rural-areas/environmental-hr


2 

 

検討会の概要： 

目的 

本検討会は、昨年度の検討会の成果を踏まえ、大学の様々な組織形態による多様な PBL

の取組事例や全体的な傾向を示すことにより各大学における PBL 実践の再現性を高め、そ

の体系化及びその推進に必要な施策等の整理を通じ、引き続き持続可能な地域づくりを支

える人材の育成を目的とする。 

検討委員 

検討委員は持続可能な地域共創 WG（地域 WG）及び持続可能社会の担い手育成 WG

（担い手 WG）の幹事大学及び環境省総合政策課環境教育推進室が務める。それ以外に、

各回のテーマに応じ、有識者（話題提供者）を 2 名程度招聘する。各回の議事は各 WG の

1 名ずつが協同して進める。 

持続可能な地域共創 WG（地域 WG） 

⚫ 岡山大学 理事（デジタルトランスフォーメーション・グリーントランスフォー

メーション担当）／上席副学長 阿部 匡伸 ＜座長＞ 

⚫ 北九州市立大学 教授／環境技術研究所 カーボンニュートラル推進部門長 松本 

亨 

⚫ 立命館大学 食マネジメント学部 教授 吉績 巳貴 

持続可能社会の担い手育成 WG（担い手 WG） 

⚫ 東海大学 教養学部 教授 岩本 泰 

⚫ 宮城大学 事業構想学群 教授 小沢 晴司 

（副：研究推進・地域未来共創センター 准教授 庄子 真樹） 

⚫ 立教大学 環境学部 教授 二ノ宮リム さち 

環境省 

⚫ 大臣官房総合政策課 環境教育推進室 室長 黒部 一隆 

検討会の構成 

PBL には学生が理論・実践・対話を往還できる良質なフィールドが必要であり、その効

果的な実践には、それぞれの関係者との緊密な連携が求められる。それにはそのためのコ

ーディネーターの配置、担当教員の確保・育成、カリキュラムの見直し、成果の可視化と

プログラム自体の評価、その運営に係る資金やリソースの確保等が必要となる。これらの

点を踏まえ、検討会の主なテーマは、フィールドのタイプごとに、第 1 回は学内、第 2 回

は地域、第 3 回は海外とし、第 4 回は PBL の実践に向けた実施体制、第 5 回は全体取りま

とめとする（図 1）。 
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図 1 大学における学内・地域・海外での PBL 推進のための体系図と各検討会のテーマ 

検討会は各回 2 時間程度（最大 2.5 時間）とし、対面とオンラインのハイブリッドで開

催する。第 1～3 回及び第 5 回は都内で、第 4 回は立命館大学（衣笠キャンパス）での開催

とする。検討会の資料及び議事録はウェブサイトで公開する。各回の日程と構成は以下の

とおり。 

表 1 検討会の日程と構成 

日時・場所 検討会テーマ 有識者（話題提供者） 

6 月 12 日（金） 

10:00～12:00 

IGES 東 京 サ ス

テイナビリティ

フォーラム 

第 1 回：学内におけ

る PBL（課題解決

型学習）の推進 

・北海道大学  

副学長・特任教授 横田 篤 

理事・副学長（国際、サステイナビリティ、コ

ンプライアンス統括） 石塚 真由美 

・三重大学  

地球環境センター センター長／特命副学長（環

境担当）／大学院 地域イノべ－ション学研

究科 副研究科長 丸山 直樹 

施設部施設環境チーム／地球環境センター 施設

環境課長 柿原克治  

7 月 6 日（月）

15:00～17:00 

都内 

第 2 回：地域と連携

した PBL の実践 

・信州大学 サステナブル社会協創学環（仮称）副

学長（エンロールメント･マネジメント担当）／

グリーン社会協創機構 副機構長 林 靖人 

・宮崎大学 工学教育研究部（官民学連携/GX 研究

室責任者）特別准教授 細目圭佑（龍谷大学 客
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員教授（大学 PBL 基幹システム開発）） 

7 月 28 日（火） 

10:00～12:00 

都内 

第 3 回：国際連携

PBL の推進 

・独立行政法人国際協力機構（JICA）地球環境部 

次長 兼 環境管理・気候変動対策グループ長 松

岡 秀明 

・東洋大学 国際学研究科 教授 北脇 秀敏（UNU 

客員教授） 

・国連大学高等研究所（UNU-IAS）RCE ネットワ

ーク【話題提供のみ】 

9 月 3 日（木） 

9:30～17:30 

立命館大学 衣笠

キャンパス 

第 4 回： 

13:30～14:40 

15:00～16:30 

9:30～12:00：市内及び学内の視察 

第 1 部：PBL の実践に向けた実施体制等 

第 2 部：地域とあゆむ持続可能な未来へ：立命館に

おける人材育成・社会連携（仮称） 

10 月 

都内 

第 5 回：PBL 推進

のための大学間連

携 

・有識者【未定】 

・PBL のフィールドやリソースの共有 

・検討会とりまとめ 

検討会の成果等は 2027 年 1 月までにとりまとめ、持続可能な社会を共創する大学等コ

アリションのウェブサイト等において公開し、以下のイベント等においても発信する。 

⚫ 2026 年 10 月 1 日（木） 持続可能な社会を共創する大学等コアリション 総会 

⚫ 11 月 9 日（月）～20 日（金） 国連気候変動枠組条約 第 31 回締約国会議（COP31）

（トルコ・アンタルヤ）のジャパン・パビリオンでのセミナー 

⚫ 2027 年 1 月 29 日（金） グリーン共創円卓会議（岡山大学） 

⚫ 2 月 12 日（金）～13 日（土） グリーン共創 EXPO2027 

⚫ 3 月 19 日（金）～9 月 26 日（日） GREEN×EXPO 2027 国際園芸博覧会 横浜・上

瀬谷 
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参考資料 1 2025 年度「地域脱炭素化に向けた大学における環境人材育成の検討会」 

とりまとめの概要 出所：環境省 

 

 


